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〔２〕 高齢の人々・障害のある人々のために 

 

１ 高齢の人々の生きがいと健康 

（１）「生涯現役」の環境づくり 

（２）高齢の人々の健康づくり 

 

２ 高齢の人々の生活支援 

（１）高齢の人々が安心できる生活支援 

（２）介護サービスの充実 

 

３ 障害のある人々の生活支援 

（１）障害に関する生活支援 

（２）精神障害のある人々の社会復帰への支援 

（３）発達障害者（児）へのライフステージに応じた支援 

 

４ 福祉のまちづくり 

（１）ユニバーサルデザインの促進 

（２）心のバリアフリーと福祉ネットワークづくり 
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１ 高齢の人々の生きがいと健康 

【施策の考え方】 

熟年者にとって、健康であるとともに、「生涯現役」として、自己の経験を活かして、いつまでも地域社会で活

躍できることは、生きがいのある人生を送るうえで重要な考え方の一つです。 

これまでも区は、くすのきカルチャー教室をはじめとする学習機会の提供やリズム運動等のスポーツ・レクリエ

ーション事業、シルバー人材センターの生きがい就労事業、くすのきクラブや総合人生大学等の社会参加促進

事業を通して、熟年者の生きがいづくりを進めてきました。今後も、これらの取り組みを基礎に、熟年者の多様化

するニーズに対応した生きがいづくりを支援するとともに、介護予防を推進し、健康で生きがいのある生活を支

える施策の展開を図ります。 

【施策体系図】 
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４０１ 生きがいと社会貢献の場づくり 

ア． シルバー人材センターの支援 

イ． くすのきカルチャー教室の運営 

ウ． リズム運動の充実 

エ． くすのきクラブへの助成 

オ． 熟年者の社会参加を促進するための情報提供 

４０２ 経済的自立を支援する体制の整備 

ア．シルバー人材センターの支援 （再掲401） 

４０３ 仲間づくりへの支援 

ア．くすのきクラブへの助成 （再掲401） 

 

４０４ 高齢の人々自身による健康管理への支援 

ア． フレイル予防の取り組みの推進【新】 

イ． 認知症予防の充実 

ウ． 健康づくりの支援 

エ． 健康長寿協力湯 

４０５ スポーツ・レクリエーションを通じた健康づくり 

ア． リズム運動の充実 （再掲401） 

４０６ 心の健康管理 

ア．地域包括支援センター（熟年相談室）の充実 

イ．なごみの家の整備【新】 

４０７ 介護予防活動への取り組み支援 

ア． 健康づくりの支援 （再掲404） 

イ． 口腔ケア健診【新】 （再掲303） 

ウ． 地域ミニデイサービスの運営 

エ． 介護予防相談の充実 

オ． フレイル予防の取り組みの推進【新】 (再掲404) 

カ． にこにこ運動教室【新】 

キ． 熟年介護サポーター事業の実施 

高
齢
の
人
々
の
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（１）「生涯現役」の環境づくり 

４０１ 生きがいと社会貢献の場づくり 

シルバー人材センター、くすのきカルチャー教室、リズム運動を柱に、熟年者が生きがいをもって健

康で元気な生活を送れる場の提供の充実を図っていきます。また、くすのきクラブについては、生きがい及

び仲間づくりの支援を図るとともに、社会貢献活動の推進を行います。 

熟年者の社会参加を促進するため、多様化するニーズの調査研究を行い、的確な支援策を講じていきます。

また、６４歳になる熟年者を対象に、社会参加のきっかけとなるよう地域資源を盛り込んだ情報誌を作成、送付

するなど、熟年者への情報提供に努めていきます。 

施策コード ４０１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

シルバー人材センターへの

支援 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，６００人 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，７００人 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，８００人 

事業費 １７５，４９９千円 １７５，４９９千円 １７５，４９９千円 

くすのきカルチャー教室の 

運営 

正規教室 １０１ 

自主活動教室 ２６８ 
同左 同左 

事業費 １８６，１２７千円 １８６，１２７千円 １８６，１２７千円 

リズム運動の充実 
参加実人員 

１１，３００人 
同左 同左 

事業費 １３３，４３５千円 １３３，４３５千円 １３３，４３５千円 

くすのきクラブへの助成 ２００クラブ 同左 同左 

事業費 ５２，９４６千円 ５２，９４６千円 ５２，９４６千円 

熟年者の社会参加を促進 

するための情報提供 
対象人数 ６，１００人 同左 同左 

事業費 ３０，０００千円 ３０，０００千円 ３０，０００千円 
 

４０２ 経済的自立を支援する体制の整備 

公益社団法人シルバー人材センター江戸川区高齢者事業団と協力し、民間企業への就業開拓等を積極的

に行い、会員数の増加に応じた就業の確保を図ることで、就労を通した熟年者の生きがいづくりを支援していき

ます。 

施策コード ４０２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

シルバー人材センターへの

支援 

再掲４０１ 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，６００人 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，７００人 

会員数 ４，２００人 

就業会員数 ２，８００人 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、シルバー人材センターへの支援（施策コード４０１）の中で計上しています。 
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４０３ 仲間づくりへの支援 

くすのきクラブの活動を通して、熟年者が地域において健康で生きがいのある生活を送れるように支援してい

きます。併せて活動の一層の活性化を図るため、多様な機会を通じて、くすのきクラブのＰＲを図り、加入者の増

加に結び付けていきます。また、くすのきクラブのスポーツ活動の幅を広げ、文化・スポーツに取り組みたい熟年

者の活動機会を創出していきます。 

施策コード ４０３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

くすのきクラブへの助成 

再掲４０１ 
２００クラブ 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、くすのきクラブへの助成（施策コード４０１）の中で計上しています。 

 

（２）高齢の人々の健康づくり 

４０４ 高齢の人々自身による健康管理への支援 

65歳以上の熟年者に対する国保、長寿、福祉の各健診の際に、医師会と連携してフレイル※予防の普及・啓

発を行うほか、地域で健康づくり活動を実践するボランティアの育成および活動支援に努めます。また、高齢の

人々に関わる地域の団体等へ働きかけ、住民自らが健康づくりに取り組める環境づくりを支援します。 

専門医による、もの忘れに関する相談を実施するとともに、保健師による相談支援等を行い、認知症の予防

に努めます。また、運動・栄養指導、口腔保健、閉じこもり予防等に関する講座等も開催し、熟年者の生活機能

低下の防止を図ります。 

６５歳以上の熟年者が、入浴料金の半額程度で公衆浴場を利用できるように助成することで、健康増進と地

域の人々や世代間の交流を促進していきます。 

※ フレイル：年をとって心身の活力(筋力、認知機能、社会とのつながりなど）が低下した状態。多くの人が健康な状態からこのフレイ

ルの段階を経て、要介護状態に陥ると考えられている。 

施策コード ４０４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

フレイル予防の取り組みの 

推進【新】 

健診を活用した 

フレイル予防指導 
同左 同左 

住民主体のフレイル 

予防の取り組み支援 
同左 同左 

事業費 ５８５千円 ５８５千円 ５８５千円 

認知症予防の充実 相談の実施 同左 同左 

事業費 ２，８７２千円 ２，８７２千円 ２，８７２千円 

健康づくりの支援 

口腔保健、栄養、運動

指導等の健康講座・ 

教室の開催 

同左 同左 

事業費 ６２１千円 ６２１千円 ６２１千円 

健康長寿協力湯 
利用者数 

延１，２５５，０００人 

利用者数 

延１，２６０，０００人 

利用者数 

延１，２６５，０００人 

事業費 ２６８，８５９千円 ２６８，８５９千円 ２６８，８５９千円 
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４０５ スポーツ・レクリエーションを通じた健康づくり 
熟年者の生きがい及び仲間づくりの支援を図るとともに、健康増進、介護予防を推進するため、リズム運動の

参加人員の拡大に努め、様々なスポーツ活動への参加を促進していきます。 

施策コード ４０５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

リズム運動の充実 

再掲４０１ 

参加実人員 

１１，３００人 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、リズム運動の充実（施策コード４０１）の中で計上しています。 

 
４０６ 心の健康管理 

全ての日常圏域に熟年相談室を配置し、地域包括ケアシステムの中核機関として、その機能を十分に発揮

するため、なごみの家などの関係機関と連携しつつ、相談体制と事業の充実を図ります。 

誰もが住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを続けることができるよう、「住まい・医療・介護・介護予

防・生活支援」を地域で一体的に提供する地域包括ケアシステムの拠点として「なごみの家」を区内１５圏域に

各１か所設置します。 

施策コード ４０６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地域包括支援センター 

（熟年相談室）の充実 

再掲４１２ 

１ヶ所新規設置 

相談体制と事業の充実 
相談体制と事業の充実 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

なごみの家の整備【新】 

再掲４３０ 

なごみの家 

４か所新規設置 
新規設置数未定 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、地域包括支援センター（熟年相談室）の充実（施策コード４１２）、なごみの家整備（施策コード４３０）の中で計上し

ています。 

 

４０７ 介護予防活動への取り組み支援 

運動・栄養指導、口腔保健等に関する講座等を地域で開催し、熟年者の生活機能の低下の防止を図り、介

護が必要となる状態を予防します。また、熟年者の閉じこもりの予防等を図るため、地域ミニデイサービスを充実

させます。さらに、６５歳以上の区民（成人歯科健診対象者を除く）を対象に、口腔ケア健診（咀嚼
そ しゃ く

・嚥下
え ん げ

機能等

の健診）を実施し、口腔機能保持を増進することにより、誤嚥性肺炎等の疾病予防を通し、健康の維持・増進や

介護が必要となる状態の予防を図ります。 

熟年者に対して、国保、長寿、福祉の各健診と同時に調査を実施し、事業の案内やサービス利用などにつな

げ、生活機能低下の防止や介護が必要となる状態の予防を図ります。また、各健診の際には、医師会と連携し

てフレイル予防の普及・啓発を行うほか、地域で健康づくり活動を実践するボランティアの育成および活動支援

に努めるとともに、高齢の人々に関わる地域の団体等へ働きかけ、住民自らが健康づくりに取り組める環境づく

りを支援します。 

６５歳以上の区民を対象に、くつろぎの家やなごみの家にて、音楽を取り入れた軽い有酸素運動や脳トレなど

を実施し、健康の維持・増進や介護が必要となる状態の予防を図ります。また、要介護者等を支援する地域の

活動に参加してもらうことにより、熟年者の社会参加と介護予防を促進するとともに、地域で介護を支える人材の

育成を図ります。 
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施策コード ４０７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

健康づくりの支援 

再掲４０４ 

口腔保健、栄養、運動

指導等の健康講座・ 

教室の開催 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

口腔ケア健診【新】 

再掲３０３ 
口腔機能保持の増進 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

地域ミニデイサービス 

の運営 
３７か所 同左 同左 

事業費 １，９３３千円 １，９３３千円 １，９３３千円 

介護予防相談の充実 
対象者の把握と 

事業の案内 
同左 同左 

事業費 １，３１０千円 ※※※千円 ※※※千円 

フレイル予防の取り組みの 

推進【新】 

再掲４０４ 

健診を活用した 

フレイル予防指導 
同左 同左 

住民主体のフレイル 

予防の取り組み支援 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

にこにこ運動教室【新】 教室の開催 同左 同左 

事業費 ２，４４５千円 ※※※千円 ※※※千円 

熟年介護サポーター事業の

実施 

サポーターの育成・ 

活動先の確保 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、フレイル予防の取り組みの推進、健康づくりの支援（施策コード４０４）、口腔ケア健診（施策コード３０３）、熟年介

護サポーター事業の実施（施策コード４１３）の中で計上しています。 
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２ 高齢の人々の生活支援 

【施策の考え方】 

高齢の人々が、日常生活を安心して送れるようきめ細かな支援を行います。また、介護が必要となったときに、

住み慣れた地域で安心して生活していくことができるよう、介護サービスの基盤整備を進めるとともに、保健・医

療・福祉の一体的なサービス提供のしくみづくり、介護の相談体制の充実等を図り、適切なサービスが提供でき

る体制を整備します。 

【施策体系図】 
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４０８ 安心できる住環境の整備 

ア． 高齢者向け賃貸住宅の供給支援 

イ． 民間賃貸住宅家賃助成（熟年者） 

ウ． 住まいの改造助成（熟年者） 

エ． 居住支援協議会の組織・運営【新】 

オ． シルバーピア運営 

カ． 熟年者の住まい関連ボランティアの活用 

４０９ 安心できる日常生活のための支援サービスの充実 

ア． 民間緊急通報システムの拡大 

イ． 地域支援ネットワークの推進 

ウ． ふれあい訪問員の派遣 

エ． ジュニア訪問員の派遣 

オ． 地域見守り名簿の作成 

カ． 地域包括支援センター（熟年相談室）の充実 （再掲406） 

キ． 配食サービスの充実 

ク． 紙おむつ等介護用品の支給 

４１０ 高齢の人々の権利擁護のしくみづくり 

ア． 福祉サービス利用支援事業 

イ． 成年後見制度の利用支援 

ウ． 高齢者虐待対応支援会議の実施 

エ． 高齢者虐待防止の啓発【新】 

 

４１１ 介護サービス基盤等の整備 

ア． 介護保険施設の整備・支援 

イ． 地域密着型サービスの整備・支援 

ウ． 介護サービス事業者の資質の向上 

エ． 医療と介護の連携による介護サービス提供のしくみづくり 

オ． 第三者評価の推進 

カ． 地域包括支援センター（熟年相談室）の充実 （再掲406） 

キ． 要介護度改善支援実施事業 

４１２ 介護に関する相談・情報提供体制の充実 

ア．地域包括支援センター（熟年相談室）の充実（再掲406） 

 

 次ページへ 
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（１）高齢の人々が安心できる生活支援 

４０８ 安心できる住環境の整備 

熟年者が住み慣れた地域にいつまでも安心して住み続けられるよう、その状態に応じた多様な住まいの普

及・整備の促進に努めるとともに、高齢者向け賃貸住宅の供給支援、民間賃貸住宅家賃助成※、住まいの改造

助成、シルバーピア運営等の実施を推進することにより、熟年者がより安心して住み続けられる住まいの確保・

改善等を図ります。 

※ 民間賃貸住宅家賃助成：建物の取り壊し等で家主から転居を迫られた熟年者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる

ように、緊急処置として住み替え家賃の差額を助成する。 

施策コード ４０８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

高
齢
者
向
け
賃
貸

住
宅
の
供
給
支
援 

新規整備 事業計画への同意 同左 同左 

家賃低廉化 ８棟224戸 同左 同左 

事業費 ６４，７１１千円 ６４，７１１千円 ６４，７１１千円 

民間賃貸住宅家賃助成 

（熟年者） 
１７０件 同左 同左 

事業費 ５５，７９５千円 ５５，７９５千円 ５５，７９５千円 

住まいの改造助成 

（熟年者） 
１８０件 同左 同左 

事業費 ５０，８３３千円 ５０，８３３千円 ５０，８３３千円 

居住支援協議会の 

組織・運営【新】 
組織・運営 運営 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

 

４１３ 介護に関する人材・ボランティア団体の育成 

ア． 熟年介護サポーター事業の実施 （再掲407） 

イ． 社会福祉士等卒後連携事業 

ウ． 介護人材確保事業【新】 

４１４ 認知症の高齢の人々に対する支援の充実 

ア． 認知症地域ネットワーク活用事業の実施 

イ． 認知症サポーターの養成 

ウ． 早期発見・対応体制の整備【新】 

エ． 認知症地域支援推進員の配置【新】 

前ページより 



77 
 

シルバーピア運営 ５０世帯 同左 同左 

事業費 ３，６１８千円 ３，６１８千円 ３，６１８千円 

熟年者の住まい関連 

ボランティアの活用 
ボランティアの活用 同左 同左 

事業費 ０千円 ０千円 ０千円 

 

４０９ 安心できる日常生活のための支援サービスの充実 

子どもから熟年者まで障害の有無に関係なく、住み慣れた地域で安心して暮らせる共生社会の実現のため、

地域での見守りなどなごみの家を中心としたネットワークを推進していきます。 

また、見守りネットワークの互助の体制づくりを目的として「地域見守り名簿」を作成し、希望する町会・自治会

等に名簿を提供します。 

熟年者の安心な日常生活を支援するため、全ての日常圏域に熟年相談室を配置し、相談体制と事業のより

一層の充実を図ります。民間緊急通報システムの活用による24時間体制の見守りの拡大を図る一方、ふれあい

訪問員やジュニア訪問員（中学生）など人と人との関わりを大切にした見守りも行い、誰もが安心して住みやす

いまちづくりを目指します。 

生きがいと潤いのある生活のため、紙おむつ等介護用品の支給や配食サービスを継続していきます。 

施策コード ４０９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

民間緊急通報システムの拡大 設置数１，３４４か所 設置数１，７５３か所 設置数２，１６２か所 

事業費 ２２，９４８千円 ２８，５５２千円 ３７，９０１千円 

地域支援ネットワークの推進 ネットワークの推進 同左 同左 

事業費 １，３５１千円 １，３５１千円 １，３５１千円 

ふれあい訪問員の派遣 
訪問員数１５０人 

対象世帯の拡大 

訪問員数１５５人 

同左 

訪問員数１６０人 

同左 

事業費 ４，４７６千円 ４，４９４千円 ４，５１２千円 

ジュニア訪問員の派遣 訪問員１８０人 同左 同左 

事業費 １，２４９千円 １，２４９千円 １，２４９千円 

地域見守り名簿の作成 
対象者の全数調査 

４４，６００人 

新たな対象者の調査・

追加 
同左 

事業費 １１，９６８千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域包括支援センター 

（熟年相談室）の充実 

再掲４０６ 

１ヶ所新規設置 

相談体制と事業の充実 
相談体制と事業の充実 同左 

事業費 ――千円 ――千円 ――千円 
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配食サービスの充実 

一般食 

１０６，９０４食 

一般食 

１０７，９７３食 

一般食 

１０９，０５２食 

特別食 

９３，７４４食 

特別食 

９４，６８１食 

特別食 

９５，６２７食 

事業費 ４７，３６３千円 ４７，７６３千円 ４８，１６３千円 

紙おむつ等介護用品の支給 延べ８１，６４１人 延べ８４，７１３人 延べ８７，９０４人 

事業費 ４７３，７１５千円 ４９１，３８９千円 ５０９，７４６千円 

「－」：事業費は、地域包括支援センター（熟年相談室）の充実（施策コード４１２）の中で計上しています。 

 

４１０ 高齢の人々の権利擁護のしくみづくり 

区内の福祉サービス利用者の苦情解決や福祉サービスに係る利用者の支援を行うことで、利用者主体のサ

ービス利用を実現していきます。判断能力が十分でない方も、住み慣れた地域で安心して生活を送っていただ

けるよう、権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築を進め、支援が必要な方の早期発見に努めるとともに、

相談機能や後見人支援機能等を強化し、利用促進を行います。また、後見人等に対する報酬を負担することが

困難な方への支援として、当該費用を助成します。さらに、成年後見制度※を利用する必要のある方が、地域の

中で適切な支援を受けることができるよう、親族や専門職以外の地域住民による後見人等（社会貢献型後見人）

の候補者の養成について、区が養成から後見人等として選任された後の支援までを一体的に実施します。 

地域支援ネットワーク会議の取り組みの一つである高齢者虐待対応を支援するための事例検討会やケア会

議を実施し、弁護士、臨床心理士、精神科医など、各分野の専門家の意見を高齢者虐待対応に役立てるととも

に、他機関とも連携し、支援体制を強化します。また、虐待に関する正しい知識と相談窓口を周知し、早期発見、

解決に役立てます。 

※成年後見制度：判断能力の不十分な認知症高齢者や知的障害のある人、精神障害のある人等を保護するための民法上の制度。 

施策コード ４１０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

福祉サービス利用支援事業 

相談事業の充実 同左 同左 

安心生活サポート事業 

６０件 

安心生活サポート事業 

６２件 

安心生活サポート事業 

６４件 

事業費 ４，７８７千円 ４，９３０千円 ５，０７７千円 

成年後見制度の利用支援 

法人後見４５件（累計） 

区長申立て１００件 

職能後見人等への 

報酬助成６０件 

社会貢献型後見人等

の養成（研修二年目） 

＜２年で20人を養成＞ 

法人後見５０件（累計） 

区長申立て１３０件 

職能後見人等への 

報酬助成９０件 

社会貢献型後見人等

の養成（研修一年目） 

２０人 

法人後見５５件（累計） 

区長申立て１６０件 

職能後見人等への 

報酬助成１３０件 

社会貢献型後見人 

等の養成（研修二年目） 

事業費 ２１，３７７千円 ２９，５２５千円 ４１，０４１千円 
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高齢者虐待対応支援会議の

実施 

高齢者虐待対応を 

支援する会議の実施 
同左 同左 

事業費 ７５３千円 ７５３千円 ７５３千円 

高齢者虐待防止の啓発【新】 リーフレットの作成 同左 同左 

事業費 ４６７千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

（２）介護サービスの充実 

４１１ 介護サービス基盤等の整備 

利用者の状況と事業者の適格性を見極めながら第７期江戸川区介護保険事業計画に基づき、介護老人福

祉施設や地域密着型サービスの整備・支援を行います。また、小規模多機能型居宅介護新設事業者について

は、開設後の運営費補助を行い、空白地域の整備を支援します。 

介護支援専門員や介護サービス事業者などに対する研修等を実施し、多職種連携の強化と介護サービスの

質の向上に努めます。 

在宅で介護サービスを利用する方などについて、介護サービス事業者や医療関係者による情報共有化とケ

アマネジメントの推進を図り、在宅医療と介護の連携推進に努めます。 

介護サービスの質の向上を図る取り組みを支援するため、地域密着型サービスで第三者評価の受審が義務

付けられているサービスを中心に、事業者に受審費用を助成していきます。 

全ての日常圏域に熟年相談室を配置し、地域包括ケアシステムの中核機関として、その機能を十分に発揮

するため、なごみの家などの関係機関と連携しつつ、相談体制と事業の充実を図ります。 

区内の介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）及び介護老人保健施設の入所者の要介護度が改善され

た場合に、改善に至る施設サービスを評価し、奨励交付金を支給することにより、施設職員の意欲向上を図りま

す。 

施策コード ４１１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

介護保険施設の整備・支援 
介護老人福祉施設 

２ヶ所の整備支援 

介護老人福祉施設 

１ヶ所開設 
同左 

事業費 ※※※千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域密着型サービス 

の整備・支援 

認知症高齢者グループ

ホーム等の整備 
整備支援 同左 

事業費 １４，６５８千円  ※※※千円  ※※※千円 

介護サービス事業者の資質

の向上 

介護事業者向け研修の

充実 
同左 同左 

事業費 ２，２２５千円 ※※※千円 ※※※千円 

医療と介護の連携による介護

サービス提供のしくみづくり 

介護連絡ノートの 

普及・推進 
同左 同左 

事業費 ７８０千円 ※※※千円 ※※※千円 
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第三者評価の推進 
地域密着型サービス第三

者評価受審費用助成 
同左 同左 

事業費 １４，８６０千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域包括支援センター 

（熟年相談室）の充実 

再掲４０６ 

１ヶ所新規設置 

相談体制と事業の充実 
相談体制と事業の充実 同左 

事業費 ――千円 ――千円 ――千円 

要介護度改善支援 

実施事業 

要介護度改善支援 

奨励金の交付 
同左 同左 

事業費 ５２，８６６千円 ※※※千円 ※※※千円 

「－」：事業費は、地域包括支援センター（熟年相談室）の充実（施策コード４１２）の中で計上しています。 

 

４１２ 介護に関する相談・情報提供体制の充実 

全ての日常圏域に熟年相談室を配置し、地域包括ケアシステムの中核機関として、その機能を十分に発揮

するため、なごみの家などの関係機関と連携しつつ、相談体制と事業の充実を図ります。 

施策コード ４１２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地域包括支援センター 

（熟年相談室）の充実 

再掲４０６ 

１ヶ所新規設置 

相談体制と事業の充実 
相談体制と事業の充実 同左 

事業費 ４５６，２１０千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

４１３ 介護に関する人材・ボランティア団体の育成  

６５歳以上の区民を対象に、要介護者等を支援する地域の活動に参加してもらうことにより、熟年者の社会参

加と介護予防を促進するとともに、地域で介護を支える人材の育成を図ります。 

区が、区内の専門学校卒業生を最長３年間、福祉・介護支援員（非常勤職員）として雇用し、福祉及び介護

分野における多様な問題に対応できる人材として育成します。 

介護人材が不足する状況の改善に向けて、介護福祉士育成給付金及び介護職員初任者研修受講費用助

成金等の事業により、資格取得に向けて支援を行い、あわせて人材を採用する事業者側への支援を目的とす

るセミナーを開催することにより介護人材の確保を図ります。 

施策コード ４１３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

熟年介護サポーター事業の

実施 

再掲４０７ 

サポーターの育成・活

動先の確保 
同左 同左 

事業費 ３，４９８千円 ※※※千円 ※※※千円 

社会福祉士等卒後連携事業 採用数５人（予定） 同左 同左 

事業費 ３９，４１４千円 ※※※千円 ※※※千円 
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介護人材確保事業【新】 実施 同左 同左 

事業費 ３６，８９６千円 ※※※千円 ※※※千円 

 

４１４ 認知症の高齢の人々に対する支援の充実 

区民や介護職員等を対象にした講演会の開催により、認知症への理解を広く地域に浸透させるとともに、認

知症に関する区民や介護サービス事業者等からの相談への対応として、認知症ホットライン、認知症相談窓口

を設置するなど、認知症の早期発見、対応に努めます。  

地域で暮らす認知症の人やその家族を応援する「認知症サポーター」を養成するため、認知症の基礎知識

や認知症サポーターの役割等を学ぶ「認知症サポーター養成講座」を実施し、認知症に対する社会的な理解

を深めていきます。また、講座を修了し、今後地域で活動を希望される方向けに、認知症サポーターフォローア

ップ研修を実施し、地域で活躍できるような取り組みを図ります。 

地域包括支援センター（熟年相談室）に認知症地域支援推進員を配置し、認知症になっても住み慣れた地

域で生活を継続できるよう、医療、介護及び生活支援を行うサービスが有機的に連携したネットワークの形成と、

効果的な支援体制の構築を図ります。 

複数の専門家が家族等の訴えにより認知症が疑われる人やその家族などを訪問し、アセスメント、家族支援

など初期の支援を包括的、集中的に行い、自立生活のサポートや必要なサービスへつなげます。 

施策コード ４１４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

認知症地域ネットワーク活用

事業の実施 

認知症に関する総合相

談窓口の充実 
同左 同左 

事業費 ７，２３６千円 ※※※千円 ※※※千円 

認知症サポーターの養成 ３，０００人 同左 同左 

事業費 ８７３千円 ※※※千円 ※※※千円 

認知症地域支援推進員の

配置【新】 
配置 同左 同左 

事業費 ９１，２００千円 ※※※千円 ※※※千円 

早期発見・対応体制 

の整備【新】 

認知症初期集中支援

チームの設置 
同左 同左 

事業費 ８，８３６千円 ※※※千円 ※※※千円 
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３ 障害のある人々の生活支援 

【施策の考え方】 

身体、知的及び精神障害のある人々とその家族が、地域の中で自立して生活ができ、安心して毎日が暮らせ

るよう、地域生活支援の充実を図ります。また、生きがいをもって生活を営める環境を整えるため、職業訓練や

就労の場づくり、安心して住める多様な住宅の整備、施設の充実等を進めます。 

特に精神障害のある人々については、地域生活を支援するサービスの基盤整備を図り、医療と連携した生活

相談、訓練等を通じた社会復帰を支援します。 

【施策体系図】 
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４１５ 在宅サービス基盤の充実 

ア． ホームヘルプサービスの充実 

イ． 寝具乾燥消毒等サービスの実施 

ウ． 福祉理美容サービスの実施 

エ． 巡回入浴サービスの実施 

オ． 身体・知的障害者の短期入所（ショートステイ）・日帰り 

ショートステイの実施 

カ． 心身障害者福祉手当の支給 

キ． 難病患者福祉手当の支給 

ク． 移動支援の実施 

ケ． 地域活動センターⅡ型の実施 

コ． 同行援護 

サ． 紙おむつ等介護用品の支給 （再掲409） 

シ． 民間緊急通報システムの拡大 （再掲409） 

 

 

 

 

４１６ 障害者（児）支援の充実 

ア． 発達障害者（児）の支援の充実 

イ． 特別支援学級の新設 （再掲132） 

ウ． 専門家チームの派遣 （再掲132） 

エ． 通常学級における特別支援教育の推進 （再掲132） 

オ． 特別支援学級における指導の充実 （再掲132） 

カ． 教育研究所の教育相談の充実 （再掲132） 

キ． すくすくスクールの職員研修・巡回指導 （再掲134） 

 

次ページへ 次ページへ 
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４１７ 障害のある人々の健康支援 

ア． 江戸川区口腔保健センターへの事業補助 

イ． 中途障害者へのリハビリテーションの実施 

ウ． リハビリテーション相談 

エ．リハビリテーション関係者に対する支援と連携の推進 

４１８ 障害に関する身近な相談・情報提供体制の充実 

ア． 地域自立支援協議会の開催 

イ． 成年後見制度の利用支援 （再掲410） 

４１９ 職業訓練と就労の場づくり 

ア． 障害者就労支援センターの運営 

４２０ 生きがいと社会貢献の場づくり 

ア．福祉タクシー券の助成 

イ．自動車燃料費の助成 

    ウ．自動車運転教習費の助成 

    エ．身体障害者用自動車改造費の助成 

４２１ 障害のある人々が安心して住める多様な住宅の整備 

ア． 知的障害者グループホーム等の運営支援 

イ． 民間賃貸住宅家賃助成（障害者） 

ウ． 住まいの改造助成（障害者） 

４２２ 身近な地域での施設整備 

ア． 区立障害者施設の充実 

 

４２３ 自助グループなどへの支援 

ア． 家族会が主体的に活動するための支援 

４２４ 社会復帰への支援 

ア． 困難事例への対応【新】 

イ． 心の専門グループワークの実施 

ウ． 総合的相談体制の整備 

エ． 医療と連携した社会復帰支援 

オ． 自立のための支援施策の充実 

カ． 就労訓練や就労の場づくり 

キ． 作業・レクリエーション・交流等を通じての居場所づくり 

４２５ 精神障害のある人々についての理解促進 

ア． 民間事業者やＮＰＯなどサービス提供主体の指導・育

成・相談体制の整備 

 

前ページより 
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（１）障害に関する生活支援 

４１５ 在宅サービス基盤の充実  

障害者の社会参加の促進及び生活の質の向上を図るため、「江戸川区障害福祉計画」や「江戸川区障害児

福祉計画」に基づき、障害福祉サービスの基盤整備の支援及び地域生活支援事業の充実に努めます。 

施策コード ４１５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

ホームヘルプサービスの充実 実施 同左 同左 

事業費 ４，９５２，６３３千円 ※※※千円 ※※※千円 

寝具乾燥消毒等サービスの

実施 
実施 同左 同左 

事業費 １，０６７千円 １，１１０千円 １，１５４千円 

福祉理美容サービスの実施 実施 同左 同左 

事業費 ９，７９２千円 ９，７９２千円 ９，７９２千円 

巡回入浴サービスの充実 実施 同左 同左 

事業費 ５２，６４０千円 ５５，８００千円 ５９，１５０千円 

 

４２６ 発達障害者（児）への支援 

ア． 発達障害相談センター相談事業の充実 （再掲416） 

イ． （仮称）発達相談・支援センターの開設【新】 （再掲416） 

ウ． 早期発見のための乳幼児健診を活用したスクリーニング 

エ． 保護者支援の充実 （再掲416） 

オ． 発達障害に関する支援者への支援の充実 （再掲416） 

カ． 理解普及啓発事業の実施 （再掲416） 

キ． 発達障害支援関係者の連携の推進 （再掲416） 

ク． 保育園発達支援コーディネーターの資質向上 (再掲122) 

ケ． 育成室の運営 （再掲122） 

コ． 特別支援学級の新設 （再掲132） 

サ．専門家チームの派遣 （再掲132） 

シ． 通常学級における特別支援教育の推進（再掲132） 

ス． 特別支援学級における指導の充実 （再掲132） 

セ． 教育研究所の教育相談の充実 （再掲114） 

ソ． すくすくスクールの職員研修・巡回指導 （再掲134） 
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身体・知的障害者の短期入

所（ショートステイ）・日帰り 

ショートステイの実施 

実施 同左 同左 

事業費 ３３８，８０７千円 ※※※千円 ※※※千円 

心身障害者福祉手当の支給 実施 同左 同左 

事業費 ２，１５９，４６９千円 ２，１５９，２３２千円 ２，１５９，２０５千円 

難病患者福祉手当の支給 実施 同左 同左 

事業費 ６１，２００千円 ５６，９１６千円 ５２，９３２千円 

移動支援の実施 実施 同左 同左 

事業費 ７１３，９０９千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域活動センターⅡ型※ 

の実施 
実施 同左 同左 

事業費 ８３，０７０千円 ※※※千円 ※※※千円 

同行援護 実施 同左 同左 

事業費 １２６，６１４千円 ※※※千円 ※※※千円 

紙おむつ等介護用品の支給 

再掲４０９ 
実施 同左 同左 

事業費 ――千円 ――千円 ――千円 

民間緊急通報システムの拡大 

再掲４０９ 
実施 同左 同左 

事業費 ――千円 ――千円 ――千円 

※ 地域活動支援センターⅡ型：創作的活動等の提供等の他に、機能訓練、社会的適応訓練、入浴等のサービスを実施する機関。 

「－」：事業費は、紙おむつ等介護用品の支給、民間緊急通報システムの拡大（施策コード４０９）の中で計上しています。 

 

４１６ 障害児（者）支援の充実 

発達障害相談センターにおいて、発達障害※の特性のある方のライフステージに応じた支援につながるよう、

関係機関と連携を図り、一人ひとりの特性に合わせた支援を推進します。また、講座や講演会等を通じた保護

者・支援者への情報提供や適切な支援に関する提案のほか、保育園・幼稚園、小・中学校などの関係機関との

連絡調整・情報共有を行うコーディネーター機能や巡回支援などにより、支援力の向上を図ります。さらに、児

童福祉法の規定にある「福祉型児童発達支援センター」の機能を有する「（仮称）江戸川区発達相談・支援セン

ター」を平成３１年中（2019年度）に開設するための準備を行います。 

増加が見込まれる情緒障害・発達障害等の児童・生徒に対応していくため、特別支援教室と情緒障害等通

級指導学級を設置していくとともに、通常学級在籍の発達障害の児童・生徒に対する望ましい教育的対応に取

り組むため、助言等を行う専門家を派遣していきます。また、平成３０年度（2018年度）から全小学校における巡

回指導の実施及び平成３３年度からの全中学校における巡回指導の実施に向けて、配慮を要する生徒への支

援体制の充実を図っていきます。特別支援教育担当教員を対象とした研修を実施し、個々の児童・生徒の障害

に応じた指導を行います。また、中学校特別支援学級における作業学習の充実を図っていきます。 

いじめや不登校、発達などの悩みに専門的に対応できるよう、関係機関との連携を強め、教育研究所の教育
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相談を充実させていくとともに、教職員相談や学校要請訪問など人的派遣を行い、学校を支援します。 

すくすくスクールにおいて、配慮を要する児童への適切な対応を行うため、職員のスキルアップを図るとともに、

臨床心理士の派遣を行います。 

※発達障害：発達障害者支援法第２条の定義に基づき、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害（Ｌ

Ｄ）※、注意欠陥多動性障害（ＡＤ／ＨＤ）※その他これに類する脳機能の障害であってその症状が低年齢において出現するも

のとして政令で定めるもの。 

※ 学習障害（ＬＤ）：基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する能力のうち特

定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な状態を指すもの。 

※ 注意欠陥多動性障害（ＡＤ／ＨＤ）：不注意、多動性及び衝動性を中心とした症状とする発達障害。 

施策コード ４１６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

発達障害者（児）の 

支援の充実 

（仮称）発達相談・支援

センターの設計【新】 

改修工事及び（仮称）発

達相談・支援センターの

開設 

発達障害相談センターの

事業移行及び（仮称）発

達相談・支援センターの

事業の充実 

発達障害相談センター

相談事業の充実 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターへ事業移行 

保護者支援の充実 同左 
（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

発達障害に関する支援

者への支援の充実 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

理解普及啓発事業の

実施 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

発達障害支援関係者

の連携の推進 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 －千円 －千円 －千円 

特別支援学級の新設 

再掲１３２ 

小学校全校(特別支援

教室・情緒) 

小松川第二中学校 

(情緒) 

－ － 

事業費 －千円 －千円 －千円 

専門家チームの派遣 

再掲１３２ 
推進 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

通常学級における 

特別支援教育の推進 

再掲１３２ 

小学校における巡回指

導の完全実施 

小学校における巡回指 

導の改善・充実 
同左 

中学校における巡回指

導の開始準備 
同左 同左 

交流及び共同学習の

充実 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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特別支援学級における 

指導の充実 

再掲１３２ 

教育研修の実施 

再掲１２７ 
同左 同左 

中学校特別支援学級

（知的障害）における 

作業学習の充実 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

教育研究所の教育相談の 

充実 再掲１１４ 
相談室４ヶ所 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

すくすくスクールの職員研

修・巡回指導 再掲１３４ 
実施（９回） 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、発達障害者（児）の支援（施策コード４２６）、保育園発達支援コーディネーターの資質の向上、育成室の運営、

（施策コード１２２）、特別支援学級の新設、特別支援教育の推進、専門家チームの派遣（施策コード１３２）、教育研究所の教育相

談の充実（施策コード１１４）職員研修・巡回指導（施策コード１３４）の中で計上しています。 
 

４１７ 障害のある人々の健康支援 

江戸川区口腔保健センターにおける障害者（児）等の歯科診療の充実と口腔ケアの向上を図るため、引き続

き歯科医師会と連携し、運営支援を行います。 

理学療法士、作業療法士及び言語聴覚士が、疾病や加齢により生活機能に支障を生じた区民のリハビリテ

ーション、運動、健康に関する相談・支援を行います。また、医療・介護・福祉に関わる事業者などに対して、運

動器の機能低下を予防する知識及び技術の普及を図るとともにネットワークづくりにより、関係機関が主体的に

サービスを提供できる環境づくりを進めます。 

施策コード ４１７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

江戸川区口腔保健センター

への事業補助 
運営支援 同左 同左 

事業費 ９０，４９６千円 ９０，４９６千円 ９０，４９６千円 

中途障害者への 

リハビリテーションの実施 

言語リハビリ教室の実施 

３８回 
同左 同左 

事業費 １，１７９千円 １，１７９千円 １，１７９千円 

リハビリテーション相談 
随時相談（訪問・電話等） 

相談日 年４２回 
同左 同左 

事業費 １，２２９千円 １，２２９千円 １，２２９千円 

リハビリテーション関係者に

対する支援と連携の推進 

講習会の開催、医療機

関、医療・介護・福祉に

関する各機関との連絡

調整 

同左 同左 

事業費 １８４千円 １８４千円 １８４千円 
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４１８ 障害に関する身近な相談・情報提供体制の充実 

障害のある方の地域における自立した生活を支えるため、医療、保健、福祉、教育及び就労等に関わる機関

とのネットワーク構築を推進する中核機関として開催し、地域の関係機関との連携等についての協議、障害福

祉計画策定に際しての意見聴取等を行います。 

判断能力が十分でない方も、住み慣れた地域で安心して生活を送っていただけるよう、権利擁護支援の地域

連携ネットワークの構築を進め、支援が必要な方の早期発見に努めるとともに、相談機能や後見人支援機能等

を強化し、利用促進を行います。また、後見人等に対する報酬を負担することが困難な方への支援として、当該

費用を助成します。さらに、成年後見制度※を利用する必要のある方が、地域の中で適切な支援を受けることが

できるよう、親族や専門職以外の地域住民による後見人等（社会貢献型後見人）の候補者の養成について、区

が養成から後見人等として選任された後の支援までを一体的に実施します。 

※成年後見制度：判断能力の不十分な認知症高齢者や知的障害のある人、精神障害のある人等を保護するための民法上の制度。 

施策コード ４１８ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

地域自立支援協議会の開催 ３回 同左 同左 

事業費 ５４８千円 ５４８千円 ５４８千円 

成年後見制度の利用支援 

再掲４１０ 

法人後見 ４５件（累計） 

区長申立て １００件 

職能後見人等への 

報酬助成 ６０件 

社会貢献型後見人等

の養成（研修二年目） 

＜２年で20人を養成＞ 

法人後見５０件（累計） 

区長申立て １３０件 

職能後見人等への 

報酬助成 ９０件 

社会貢献型後見人等

の養成（研修一年目） 

２０人 

法人後見 ５５件（累計） 

区長申立て １６０件 

職能後見人等への 

報酬助成 １３０件 

社会貢献型後見人等の

養成（研修二年目） 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、成年後見制度の利用支援（施策コード４１０）の中で計上しています。 

 

４１９ 職業訓練と就労の場づくり 

一般就労への移行を推進するため、「江戸川区障害福祉計画」に基づき、民間事業者等のノウハウや経営手

法を活用しながら、企業、養護学校、公共職業安定所等の関係機関との連携を図り、就労支援・定着支援等を

行っていきます。 

施策コード ４１９ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

障害者就労支援センターの

運営 
指定管理者による運営 同左 同左 

事業費 １８０，７７７千円 １８０，７７７千円 １８０，７７７千円 

 

４２０ 生きがいと社会貢献の場づくり 

障害者の自立と社会参加の拡大を図るため、外出困難な身体又は知的障害者に対し、タクシーの乗車に係

る料金や利用する自動車燃料費、自動車運転免許を取得する際の教習費の一部を助成します。また、身体障

害者が自動車を取得する際の改造経費の一部を助成します。 
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施策コード ４２０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

福祉タクシー券の助成 実施 同左 同左 

事業費 １９０，７０８千円 １８６，８９３千円 １８３，１５６千円 

自動車燃料費の助成 実施 同左 同左 

事業費 ６９，７９０千円 ６９，９３０千円 ７０，０７０千円 

自動車運転教習費の助成 実施 同左 同左 

事業費 ２，０００千円 ２，０００千円 ２，０００千円 

身体障害者用自動車改造費

の助成 
実施 同左 同左 

事業費 ２，０００千円 ２，０００千円 ２，０００千円 

 

４２１ 障害のある人々が安心して住める多様な住宅の整備 

障害者が、住み慣れた地域でいつまでも安心して生活が続けられるよう、グループホーム等の運営支援を行

います。また、住まいの改造等、住居の整備を支援します。 

施策コード ４２１ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

知的障害者グループホーム

等の運営支援 
実施 同左 同左 

事業費 ２５，４４０千円 ※※※千円 ※※※千円 

民間賃貸住宅家賃助成 

（障害者） 
実施 同左 同 左 

事業費 ５，４２４千円 ５，４２４千円 ５，４２４千円 

住まいの改造助成（障害者） 実施 同左 同左 

事業費 ３，９００千円 ３，９００千円 ３，９００千円 

 

４２２ 身近な地域での施設整備 

区立障害者施設の運営に民間事業者等のノウハウや経営手法を活用することにより、利用者のニーズに対

応したきめ細かなサービスの提供を行っていきます。 

施策コード ４２２ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

区立障害者施設の充実 指定管理者による運営 同左 同左 

事業費 ２，８６８，８４７千円 ２，８６８，８４７千円 ２，８６８，８４７千円 
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（２）精神障害のある人々の社会復帰への支援 

４２３ 自助グループなどへの支援 

家族が互いの悩みや気持ちを分かち合い、精神的な負担を軽減することで、生き生きとした生活に結びつく

よう、交流の場づくりや学習会・講演会の開催等の活動を支援していきます。 

施策コード ４２３ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

家族会が主体的に活動する

ための支援 
活動費の助成 同左 同左 

事業費 ２００千円 ２００千円 ２００千円 

 

４２４ 社会復帰への支援 

社会及び疾病構造の変化等による引きこもりや病状不安定、自殺未遂等の支援困難事例の増加にきめ細や

かに対応するため、専門相談員と保健師が各々の専門性を活かしたチーム支援を強化します。また、関係機関

や多職種間の連携を強化して、本人及び家族への個別支援を充実させていきます。 

精神障害者とその家族が、地域で安心して暮らすための総合的・包括的な支援体制づくりをすすめ、入院生

活から地域移行に向けた相談支援、個々のニーズに応じた就労支援、日中活動の場の整備等を推進していき

ます。また、病気の再発・悪化防止に留意し、保健医療福祉等の連携を密にして、きめ細やかな支援体制を構

築します。 

施策コード ４２４ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

困難事例への対応【新】 
相談の実施 

２８８回 
同左 同左 

事業費 ４，３２０千円 ４，３２０千円 ４，３２０千円 

心の専門グループワーク 

の実施 
８ヶ所 検討中 検討中 

事業費 ９，６９１千円 ※※※千円 ※※※千円 

総合的相談体制の整備 

地域活動支援センター

Ⅰ型※と相談支援事業

所の整備 

同左 同左 

事業費 ７０，４４０千円 ７０，４４０千円 ７０，４４０千円 

医療と連携した社会復帰 

支援 

地域移行及び地域定

着の推進 
同左 同左 

事業費 １１５千円 １１５千円 １１５千円 

自立のための支援施策の 

充実 

地域生活安定化支援・

居住支援・自立生活体

験事業の実施 

同左 同左 

事業費 ２９，５９５千円 ２９，５９５千円 ２９，５９５千円 
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就労訓練や就労の場づくり 

就労支援事業の実施、

就労移行事業所等へ

の運営費等助成 

同左 同左 

事業費 ８０，３０１千円 ８０，３０１千円 ８０，３０１千円 

作業・レクリエーション・交流

などを通じての居場所づくり 

地域活動支援センター

Ⅲ型※の運営費補助 
同左 同左 

事業費 ４１，５２０千円 ４１，５２０千円 ４１，５２０千円 

※ 地域活動支援センターⅠ型：創作的活動等の提供等の他に、精神保健福祉士等を配置し、関係機関等との連携を図りながら、相談支

援等を実施する事業所。 

※ 地域活動支援センターⅢ型：創作的活動等の提供等の他に、レクリエーションやミーティング等を実施する事業所。 

 

４２５ 精神障害のある人々についての理解促進 

サービス事業者の新規開拓と資質向上を目指し、精神障害者に対する正しい知識と支援法を学ぶための講

座を実施するとともに、事業者間の自主的な連携強化を促進します。また、地域住民の障害者に対する理解の

促進を図り、支援施設・事業所等で活動するボランティア育成を進めます。 

施策コード ４２５ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

民間事業者やＮＰＯなどサー

ビス提供主体の指導・育成・

相談体制の整備 

事業者研修・ボランティア

養成講座の開催 
同左 同左 

事業費 １５１千円 １５１千円 １５１千円 

（３）発達障害※者（児）へのライフステージに応じた支援 

４２６ 発達障害者（児）への支援 

発達障害相談センターにおいて、発達障害の特性のある方のライフステージに応じた支援につながるよう、関

係機関と連携を図り、一人ひとりの特性に合わせた支援を推進します。また、講座や講演会等を通じた保護者

や支援者への情報提供や適切な支援に関する提案のほか、保育園・幼稚園、小・中学校などの関係機関との

連絡調整・情報共有を行うコーディネーター機能や巡回支援などにより支援力の向上を図ります。さらに、児童

福祉法の規定にある「福祉型児童発達支援センター」の機能を有する「（仮称）江戸川区発達相談・支援センタ

ー」を31年中（2019年中）に開設するための準備を行います。 

早期発見のため、1歳6か月児歯科健診におけるＭ－ＣＨＡＴ（乳幼児自閉症チェックリスト修正版）の実施に

より、保護者の発達障害への理解と気づきを促すとともに早期療育につなげていきます。 

育成室では、あそびと生活の場を通じ、基本的生活指導や機能発達訓練、言語指導を行うことにより、人間

形成の最も重要な幼児期にある児童の情緒の発達を促し、身辺自立機能の向上及び社会性の発達を図ります。

また、保護者協力の下での集団及び個別療育や、児童の心身の状況等の把握による適切な相談・保護者支援、

児童の発達に必要な関係機関の情報提供及び連携に努めます。 

増加が見込まれる情緒障害・発達障害等の児童・生徒に対応していくため、特別支援教室と情緒障害等通

級指導学級を設置していくとともに、通常学級在籍の発達障害の児童・生徒に対する望ましい教育的対応に取

り組むため、助言等を行う専門家を派遣していきます。また、平成３０年度（2018年度）から全小学校における巡

回指導の実施及び平成33年度（2021年度）からの全中学校における巡回指導の実施に向けて、配慮を要する

生徒への支援体制の充実を図っていきます。特別支援教育担当教員を対象とした研修を実施し、個々の児童・
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生徒の障害に応じた指導を行います。また、中学校特別支援学級における作業学習の充実を図っていきます。 

すくすくスクールにおいて、配慮を要する児童への適切な対応を行うため、職員のスキルアップを図るとともに、

臨床心理士の派遣を行います。 

※ 発達障害：発達障害者支援法第２条の定義に基づき、自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害（Ｌ

Ｄ）※、注意欠陥多動性障害（ＡＤ／ＨＤ）※その他これに類する脳機能の障害であってその症状が低年齢において出現するも

のとして政令で定めるもの。 

※ 学習障害（ＬＤ）：基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する能力のうち特

定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な状態を指すもの。 

※ 注意欠陥多動性障害（ＡＤ／ＨＤ）：不注意、多動性及び衝動性を中心とした症状とする発達障害。 

施策コード ４２６ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

発達障害相談センター 

相談事業の充実 

再掲４１６ 

実施 同左 
（仮称）発達相談・支援

センターへ事業移行 

事業費 ３３，４１０千円 ３３，４１０千円 ※※※千円 

（仮称）発達相談・支援センタ

ーの開設【新】 

再掲４１６ 

設計 改修工事及び開設 

発達障害相談センター 

の事業移行及び（仮称）

発達相談・支援センター

の事業の充実 

事業費 １４，８３１千円 ※※※千円 ※※※千円 

早期発見のための乳幼児健

診を活用したスクリーニング 
実施 同左 同左 

事業費 －千円※ －千円※ －千円※ 

保護者支援の充実 

再掲４１６ 
実施 同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 ６３５千円 ６３５千円 ※※※千円 

発達障害に関する支援者への 

支援の充実 

再掲４１６ 

乳幼児施設等巡回支

援事業の実施 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 ５，４９７千円 ５，４９７千円 ※※※千円 

理解普及啓発事業の実施 

再掲４１６ 

リーフレット配布・講演

会等の実施 
同左 

（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 １，１２２千円 １，１２２千円 ※※※千円 

発達障害支援関係者の 

連携の推進 

再掲４１６ 

実施 同左 
（仮称）発達相談・支援

センターで実施 

事業費 １４０千円 １４０千円 ※※※千円 

保育園発達支援コーディネ

ーターの資質の向上 

再掲１２２ 

専門性の向上 

関係機関との連携強化 

新規育成 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 
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育成室の運営 

再掲１２２ 

専門性の高い療育の

提供 

信頼される保護者支援

の提供 

関係機関・専門機関と

の連携 

育成室の新設・円滑な

運営 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

特別支援学級の新設 

再掲１３２ 

小学校全校(特別支援

教室・情緒) 

小松川第二中学校 

(情緒) 

- - 

事業費 －千円 －千円 －千円 

専門家チームの派遣 

再掲１３２ 
推進 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

通常学級における 

特別支援教育の推進【新】 

再掲１３２ 

小学校における巡回指

導の完全実施 

小学校における巡回指 

導の改善・充実 
同左 

中学校における巡回指

導の開始準備 
同左 同左 

交流及び共同学習の

充実 
同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

特別支援学級における 

指導の充実 

再掲１３２ 

教育研修の実施 

再掲１２７ 
同左 同左 

中学校特別支援学級

（知的障害）における作

業学習の充実 

同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

教育研究所の教育相談の 

充実 再掲１１４ 
相談室４ヶ所 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

すくすくスクールの職員 

研修・巡回指導 再掲１３４ 
実施（９回） 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

※「早期発見のための乳幼児健診を活用したスクリーニング」は、母子保健の充実（乳幼児健診の実施）（施策コード３０３）の中で

計上しています。 

「－」：事業費は、保育園発達支援コーディネーターの資質の向上、育成室の運営（施策コード１２２）、特別支援学級の新設、特別

支援教育の推進、専門家チームの派遣（施策コード１３２）、教育研究所の教育相談の充実（施策コード１１４）、職員研修・巡回指

導（施策コード１３４）の中で計上しています。
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４ 福祉のまちづくり 

【施策の考え方】 

歩道の拡幅、道路段差の解消、公共施設のバリアフリー化等を推進し、年齢、障害の有無等に関わりなく、区

民誰もが活動の場を広げ、社会参加のしやすいまちづくりを進めます。 

また、すべての区民がたすけあい、支えあい、ともに生きる社会をつくるために、子どもの頃から福祉の関心を

高めるよう地域社会、学校、職場等のあらゆる場で心のバリアフリーを推進し、区民全員のボランティア意識の醸

成、福祉ネットワークの形成等に取り組みます。 

【施策体系図】 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）ユニバーサルデザイン※の促進 

４２７ すべての人が移動しやすいまちづくり 

バリアフリー※のまちづくりを進めるために、歩道巻き込み部の段差解消等を推進するとともに、エレベーターの

設置や多目的手洗所への改修等のバリアフリー化を推進します。また、誰もが利用しやすく快適に移動できる駅

の整備を、鉄道事業者に要請します。 

誰もが安心して街に出かけ施設利用ができるように、バリアフリーマップの改定版を作成し、周知及び活用に努

めます。 

※ ユニバーサルデザイン：年齢、性別、能力の有無等にかかわりなく、どんな人でも使えるように設計されたデザイン。 

※ バリアフリー：人が生活する上で妨げとなる障害（バリア）が街、施設、道路、住宅、人々の意識、社会等から取り除かれた状態。 

施策コード ４２７ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

歩道巻き込み部の段差解消 
道路改修及び占用工 

事にあわせて改修 
同左 同左 

事業費 ５０，０００千円 ５０，０００千円 ５０，０００千円 
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４２７ すべての人が移動しやすいまちづくり 

ア． 歩道巻き込み部の段差解消 

イ． 公共施設のバリアフリー化 

ウ． バリアフリーマップの改定 

 

 

 

４２８ 福祉教育の充実と区民全員のボランティア意識の醸成 

 

４２９ 区民と区の福祉パートナーシップの向上 

 

４３０ 地域全体で支える福祉ネットワークづくり 

ア． なごみの家の整備【新】 （再掲416） 

イ． 地域支援ネットワークの推進 （再掲409） 

ウ． 地域見守り名簿の作成 （再掲409） 
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区民施設・学校施設 手洗所改修５施設 

手洗所改修５施設 

エレベーター設置１施

設 

手洗所改修３施設 

事業費 ２７７，０００千円 ３２４，０００千円 １９１，０００千円 

駅前広場・公園 手洗所改修４施設 手洗所改修３施設 手洗所改修２施設 

事業費 ２１６，９４５千円 １５６，０００千円 １２２，０００千円 

バリアフリーマップの改定 配布 ２，０００冊作成 配布 

事業費 ０千円 ５，０００千円 ０千円 

 

（２）心のバリアフリーと福祉ネットワークづくり 

４２８ 福祉教育の充実と区民全員のボランティア意識の醸成 

福祉教育の充実により区民全員のボランティア意識の醸成を図ります。 

 

４２９ 区民と区の福祉パートナーシップの向上 

地域で福祉を支えられるように、区民と区の福祉パートナーシップの向上に取り組みます。 

 

４３０ 地域全体で支える福祉ネットワークづくり 

誰もが住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを続けることができるよう、「住まい・医療・介護・介護予

防・生活支援」を地域で一体的に提供する地域包括ケアシステムの拠点として「なごみの家」を区内１５圏域に

各１か所設置し、子どもから熟年者まで障害地域での見守りなど、なごみの家を中心としたネットワークを推進し

ていきます。 

また、見守りネットワークの互助の体制づくりを目的として「地域見守り名簿」を作成し、希望する町会・自治会

等に名簿を提供します。 

施策コード ４３０ 年次計画 

計画事業内容 ３０年度（2018年度） ３１年度（2019年度） ３２年度（2020年度） 

なごみの家の整備【新】 

再掲４０６ 

なごみの家 

４か所新規設置 
新規設置数未定 同左 

事業費 ２８４，２９２千円 ※※※千円 ※※※千円 

地域支援ネットワークの推進 

再掲４０９ 
ネットワークの推進 同左 同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

地域見守り名簿の作成 

再掲４０９ 

対象者の全数調査 

４４，６００人 

新たな対象者の調査・

追加 
同左 

事業費 －千円 －千円 －千円 

「－」：事業費は、安心できる日常生活のための支援サービスの充実（施策コード４０９）の中で計上しています。 
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